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１
消費者行政がとりあげられた背景

消費者行政は最近新しくとりあげられてきた行政

なので，おおかたの耳には聞きなれず，地方自治

体のなかでも本格的に取りくんでいる自治体は少

ない。横浜市は昭和40年度よりこの施策をうち出

し，全国的にも先進都市として評価されているが

消費者行政そのものが日が浅いため，行政の進め

かたについて暗中模索の面も多く，担当者として

のなやみも大きいが，それだけにパイオニアとし

ての楽しみもある行政といえよう。この小文で，

消費者行政め実態を紹介のうえ問題点を探り出

し，将来への方向づけの一助としたい。

　「消費経済課長」就任以来，名刺を差しだすごと

に，相手方の顔にとまどいの表情を見いだすこと

が多かった。一般市民の方は消費経済という名称

からは行政内容がただちにわからないので，その

つどＰＲからはじめるといった具合だが，本稿も

まず消費者行政の意義からはじめることが必要で

あろう。その前提としてこの行政が取りあげられ

た背景からのべることとしよう。

国民の生活水準を表わす指標の一つとして国民所

得がある。わが国の国民所得は近年大変な勢いで

ふえてきた。この国民所得を外国との比較上人口

１人当りのドル単位でみると，昭和30年度の204

ドルから40年の677ドル＜243,720円＞と3.3倍

になっている。同じ期間に西ドイツが662ドルか

ら1,502ドルヘと2.2倍，イタリヤが360ドルか

ら884ドルヘと2.4倍になっているのと比較して

みると，わが国はこれら西欧でも成長率の高い国

よりも大きな増加率で追いかけているといえる。

ちなみに繁栄の国アメリカの１人当り国民所得は

2,873ドルである。

さて横浜市民の所得水準はどうであろうか。 40年

の数字でみると市民１人当りの所得は349,991円

となり，これを県民の331,000円，国民の229,491



図１　横浜市内の消費者物価指数円とくらべると，それぞれ1.1倍,1.5倍となり

本市の所得水準はかなり高いといえる。

このように一見，市民ひいては国民の生活水準は

いちじるしく向上したかにみえるが，高度成長の

かげに消費者物価の高騰があり，実質収入の増加

をおさえている。

これを市内勤労者世帯の生計についてみると，40

年の勤労者１世帯当り１ヵ月間の平均収入は78,

713円で，前年に比し12.7％の増加を示している

が，同年の消費者物価は前年に比し7.5％の騰貴

を示しているので，これを差し引くと実質収入の

増加率は5.2％となっている。39年には平均収入

増加率15.4％に比し物価騰貴率は3.8％であるか

ら，実質収入の増加率は11.6％になる。したがっ

て年を追うごとに，物価騰貴が実質収入の増加率

をおさえていることがわかる。

この消費者物価指数の騰貴は，昭和35年より40年

までの５年間に35.1％，年平均7％の上昇を示し

ているが，個々の物価の寄与率をみると，その最

高は食料品で全体の６割近い数字をしめ，このう

ちとくに生鮮食料品の寄与率が高いことが示され

ている＜図1,図２参照＞。一方，家計支出の割

合をみてみると，食料が36.1％を占めているので

食料品の値上りが生計に圧迫を与えている比重は

大といわねばならない＜図３参照＞。昨年11月，

　「物価」をテーマとして実施したモニターアンケ

ートのなかでも，消費者物価の家計におよぼす影

響を調査したところ，生鮮食料品の値上りを指摘

したものが多く，とくに影響順位の１，２の項目

にそれぞれ56.8％，24.4％と他を圧倒し，一家の

生計をあずかる主婦の苦悩がうかがえるく図4参

照＞。

一方，産業界の技術革新，大量生産方式の普及な

どによって，消費財やサービスの供給は量質とも

にいちじるしく充実し，また同一商品について多

数の銘柄が出まわつているため，消費者は商品の

　35年＝100

＜昭和40年＞

　注　総理府統計局調査指数による。

図２　横浜市消費者物価上昇寄与率　　　＜昭和40年＞

注　総理府統計局調査指数を基礎に本市で算出した。
　　寄与率は全体の上昇率に対して個々の物価の寄与

　　した割合をいう。

図３　家計支出の構成割合 ＜昭和40年＞
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選択にますます困難を感じるようになった。また

大量生産，大量販売の進展により販売競争が激化

し，これにともなって虚偽，誇大な表示，広告な

どによる弊害が多くなってきた。

以上のように，経済の引きつづく発展は消費者の

生活を着実に向上させたが，他面生活に不利益を

もたらす種々の要素を生みだしてきた。こうした

ことから，消費者をこれら不利益から保護すると

いう，いわゆる消費者行政がとりあげられてきた

のである。

2 ―消費者行政の意義

１・消費者の権利

上述のように引きつづく物価高と消費者の不利益

を擁護するための行政がクロ―ズアツプされてき

たのであるが，消費者が保護されるべき権利とし

て，消費行行政にたずさわる者がその集約的表現

に共感するものに, 1963年３月，故ケネディ大統

領による「消費者保護に関する特別教書」にのべ

られた４項目がある。

(1）安全であることの権利――健康や生命に関し

て危険な商品販売から保護される権利

（2)知らさせるべき権利――虚偽的，欺まん的ま

たはひとく品質を誤まらしめる表示，広告，宣伝

などから保護され，また十分な選択を行なうため

図４　消費者物価上昇の家計に及ぼす順位
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必要とされる知識が与えられるべき権利

（3）選択できる権利―競争価格で種々の財やサ

ービスに，いかなる場合にも接することが保証さ

れるべきこと，また競争経済が行なわれず，政府

の規制がかわりとなっている産業においては，公

正な価格で十分な品質とサービスが保護されるべ

きこと。

(4)意志が反映されるべき権利――消費者の意志

が政府の政策立案にあたって，十分にしかも共感

をもって考慮され，そして行政当局においては公

正かつ迅速に処理されることが保証されるべきこ

と。

２・消費者行政の施策

行政としてその施策を体系的に考えた場合，通常

つぎの四つの施策が必要とされている。第１に，

国や地方公共団体が権限を有している消費者保護

に関係のある法的規制，行政指導の強化がある。

消費者保護関連法を列挙してみると，

（1)商品およびサービスの購入，消費に関して正

当な品質の確保を行なうもの

　①食品などの衛生に関するもの＜食品衛生法，

と畜場法など＞

　②医薬品，化粧品などの安全，衛生に関するも

の＜薬事法，毒物及び劇物取締法など＞

　③サービスの衛生に関するもの＜クリーニング

業法，環境衛生関係営業の適正化に関する法律な



ど＞

　④商品の安全性に関するものく電気用品取締

法,高圧ガス取締法など＞

　⑤商品の規格に関するもの＜工業標準化法，農

林物資規格法＞

（2）商品およびサービスの購入にあたって正当な

価格などの取引条件の確保を行なうもの

　①価格に関するもの＜私的独占の禁止及び公正

収引の確保に関する法律，中小企業等協同組合

法，畜産物の価格安定等に関する法律など＞

　②量目に関するもの＜計量法＞

　③景品類に関するもの＜不当景品類及び不当表

示防止法＞

（3）商品およびサービスの品質，価格その他の取

引条件について正当な知識の提供を行なうもの

　①適正な品質表示に関するもの＜家庭用品品質

表示法，食品衛生法，薬事法，工業標準化法，農

林物資規格法など＞

　②不当表示に関するもの＜不当景品類及び不当

表示防止法，食品衛生法，薬事法など＞

第２に，物価高，商品の多様化，虚偽，誇大広告

に対応して，消費者への情報提供をふくんだ消費

者教育がある。　したがってその内容は広く，日本

経済のしくみから商品の生産，流通，販売機構の

現状，新商品の研究，表示広告の見方，消費者保

護の法律，消費者行動，合理的な消費生活と幅広

いものとなる。

第３に，消費者の苦情・要望を政府・公共団体・

業界へ反映させるための苦情処理機構の整備があ

る。

第４に，消費者は国民のすべてが消費者であると

いう最大の集団でありながら未組織であるので，

消費者の声を効果的，持続的に反映させるために

消費者組織を確立し自分を守る必要がある。

３　　　　　横浜市の消費者行政の現状と問題点

消費者行政の背景および内容については前述のよ

うに考えられているが，その内容からわかるよう

にその範囲，対象はきわめて広範囲であるので，

地方公共団体が行なう消費者行政の分野について

はおのずから制約がある。すなわち，物価対策は

国の総合的施策にまつところが多く，また消費者

保護法の運用についても，市の権限にゆだねられ

ているところは少ない。　したがって，国・県・市

の消費者行政における各分野はどうあるべきかに

ついても，明らかにされない現状である。

しかしながら，地方自治体という地域住民に直接

のつながりをもっている市にとっては，従来，施

策のあまり行なわれていなかった消費者の経済行

政への参加という面から，その手がかりを与えて

いくことに意義があり，市民との直結の接点にお

いて，市の消費者行政の分野もおのずから定まっ

てくるといえよう。

横浜市では昭和40年４月，他都市に先がけて経済

局に消費経済課を設置し，市政の重点施策として

この行政を強力に展開してきたが，その特徴はつ

ぎの３点にあるといえよう。

（1）消費者物価の高騰が生鮮食料品においていち

じるしかったことと，市が中央卸売市場を開設し

ていることから，生産・集荷・販売の流通過程を

できる限り活用して少しでも価格安定に役立て，

市民の消費生活を擁護するため，生鮮食料品の価

格安定策を主体とした諸施策から出発した。

（2）消費者行政の内容は消費者の安全，保護教育

など多岐にわたるので，その主管局を行政の総合

調整を主旨とした局におくことも考えられるが，

消費という経済活動から出発した行政であり，産

業界との直結の面も考慮して経済局を主管局とし

たこと。国の段階では，経済企画庁が窓口となっ

ており，県の段階でも総合企両部に主管課をおい
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ているところが多い。

（3）地域住民との結びつきを有効に活用し地域活

動からの消費者意識の高揚および自主活動を推進

するため，市内10区の各区ごとに消費生活対策協

議会をおき，地域活動の核とした。

つぎに本市の消費者行政の現況と問題点について

その概要をのべる。

１・標準小売価格表示店制度

生鮮食料品のうち，天候などにより価格変動の激

しい魚，野菜について適正な小売価格を形成し，

価格安定と消費者の買物の目安とするため，40年

７月１日から青果，水産小売商店の協力をえて，

市内に標準小売価格表示店を指定し，毎日の標準

小売価格の表示を行なっている。

（1）標準小売価格表示店

市内の青果，水産小売店のうち，市指定の標準小

売価格表示板をかかげて標準小売価格を掲示し，

この価格を目安に販売している店が標準小売価格

表示店で，消費者の買物の目安として役だってい

る。現在，指定された表示店は水産547店，青果

736店，合わせて1,283店舗に達している。＜指定

比率は42年５月現在，水産74.9％，青果73.8％で

ある＞

（2）表示品目

季節的に大量に出まわっているもので，一般家庭

で多く消費されるもののなかから，魚・野菜とも

毎月５品目ずつ選定している。

（3）標準小売価格

中央卸売市場におけるせり値をもとに，標準利益

率＜青果35％，水産36.5％＞を乗じて算出し，高

値，中値，安値の３本立てとしている。

（4）標準小売価格設定協議会

標準小売価格の表示品目，標準利益率などを審議

する機関で，中央卸売市場に設置，消費者く各区

１名，計10名＞，学識経験者＜２名＞，関係業界
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代表＜21名＞，市代表＜３名＞の四者をもって構

成し，四半期ごとに全体会議，毎月専門部会を開

催している。

(5）効果と問題点

生鮮食料品の物価安定施策の一つとして発足し，

消費者に生鮮食料品の価格形成についての情報提

供と小売商と消費者を結ぶものとしての効果はあ

がっているが，消費者側の苦情・要望としては，

　「掲示してない」「良い制度であるが一般消費者

の関心が薄いのでPRしてほしい」「標準小売価

格品と店頭商品との関連が薄い」にしぼられる。

これに対し，表示方法を従来の手書きから複写印

刷機により価格を印刷した紙をそのまま貼符する

方法へかえるとか，標準小売価格のちらしを全世

帯回覧などの対策を講じた結果，これらの苦情に

対する解決の効果が徐々にあらわれてきている。

この制度は，消費者からは基本的には価格変動の

多い生鮮食料品を納得して買うための根拠として

歓迎されているので，今後継続して効果ある制度

とするためには，消費者側への教育の浸透と小売

商側に市の制度への協力という消極的な姿勢でな

く，顧客への情報提供という消費者へのサービス

として，積極的姿勢への転換とこれに対する市の

指導と三者一体となっての育成が望まれる。

２・消費生活モニター制度

消費者の側からみた日常消費生活における苦情，

要望，意見を収集し，関係行政機関や業界に反映

させるとともに，苦情処理の機能もあわせて行な

う制度である。市内300名の主婦に委嘱している

が,その内訳は公募モニター150名，各区長推せ

んモニター150名となっている。

(1）モニターの仕事

　①アンケートへの回答。 41年度実施のアンケー

トは，物価について＜41年11月＞，日常の買物に

ついて＜42年１月＞をテーマとした。＜市民の消



図5　41年度モニター通信の内訳

表1 41年度に行なった研修会テーマ

費生活の実態を把握し行政の参考としている＞

　②意見，苦情，要望などの具申＜41年モニター

通信集計結果については図５参照＞

　③計量日誌の掲載と提出

　④標準小売価格実施状況調査

　⑤研修会への出席＜経済知識，商品知識の修

得，消費者意識の高揚を旨として年４～５回行な

っている＞

　⑥消費生活対策協議会，地域消費者懇談会への

参加

（2) 効果と問題点

本市のモニター制度のねらいは，個々のモニター

としての活動のほかに，後述の区消費生活対策協

議会委員とともに，地域の消費者活動の推進源と

なり，一般主婦への消費者意識の高揚をはかるこ

とも考えているが，その点での効果もあがってき

ていると思われる。これをモニター通信から拾っ

てみよう。

　｢どんどん上昇する物価に対し，私ども主婦はも

っと関心をもって，お互いの生活を安定したもの

にして，再びは通ることのない人生の旅路を楽し

く歩みたいものです。＜中区　Ｙモニター＞｣

　｢消費モニターを委嘱されてより，はや９ヵ月，

私を含めた主婦の消費生活に対する近視眼的，個

人主義的態度を，より一層かみしめております。

大きく循環する社会経済のなかにある家計，その

家計を預かるわれわれ主婦が，社会経済に位置す

る家計の重要性をもう少し広い視野から見おろし

て，常に総合的解釈とそれによる適切な判断とが

物価指数の動きをも左右するほどの力を有するも

のであろうと，私は考えるのですが……。たとえ

ば，わが家のみ特別なルートによる廉価の手段を

えていれば，国の経済政策，地方自治体のそれな

どは全く理解しようともしないのが多くの主婦の

現状＜情けないことですが＞なのでございまし

て，これが一つには，標準小売店の掲示意欲を失

われる結果にもなっているように思えます。大半

の主婦の現状がこのようであるという事実から，

それらをいかに啓発し，指導するかということも

重要問題＜経済政策における＞の一つにはならな

いでしょうか。消費者教育の一端をになう方法と

して，この消費生活モニター制度など，さらに積

極的意義を附加できうるように思えます。＜保土

ヶ谷区　Ｍモニター＞｣

　｢消費生活モニターのお役をいただいてからはや

１年，ほんとうにアッという間に過ぎてしまいま

した。この１年いろいろなことを勉強させていた

だきました。まず第１に，いままではあがる物価
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にしかたがない，どうにもならないのだからと，

300g買った肉は200gに減らし，安いだけに重き

をおいて物を買い倹約し，ただ消極的に動いてい

た自分にまず気がつかせていただき，弱いどうに

もならないと思っていた消費者の主婦が，いかに

大きな鍵をにぎっているかを思い，「しかたがな

い」から，「ではどうしたらよいだろう」と考え

る主婦にしていただいたことは，私にとって大き

な収穫でした。ほんとうにありがとうございまし

た。この１年間切り取りました物価についての切

り抜きは，ずいぶんたくさんたまりました。そし

て広く眼を向けることも学びました。＜磯子区

Ｋモニター＞」

３・消費生活対策協議会

地域消費者活動の核となるもので，市内10区の各

区ごとにおかれ，モニターおよび区長推せんの主

婦代表が委員となり,20～30名をもって構成され

ている。

（1）協議会の事業

協議会の活動としては，隔月ていどに行なわれる

協議会と，一般主婦の意見，要望などいわゆる消

費者の声を協議会に反映させるための自主的な活

動として地域懇談会がある。なお，各区の協議会

の相互連絡と，全市的協議機関として，市経済局

に消費生活対策協議会連絡会をおいている。

（2）消費者の集い

協議会の事業として，昨年秋に各区における消費

者の意見，苦情，要望を集約し，市長をはじめと

する市関係職員および業界代表出席のもとに「消

費者の集い」を開催し，話し合いを行なったが，

消費者意識の高揚に多大の成果をあげた。

この集いでの質問要望事項は，総数299件にのぼ

り,その内訳は表２のとおりである。

このうち，国の施策にかかる別記13項目の要望に

ついては，国の消費者行政の窓口である経済企画
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物価問題に関するもの　　　　　　　　　　　　　12件

　地域差について　　　　　　　　　　　　　　　　5件

　その他一般　　　　　　　　　　　　　　　　　7件

量目・計量に関するもの　　　　　　　　　　　14件

商店一般に関するもの　　　　　　　　　　　　　32件

　接客態度について　　　　　　　　　　　　　　6件

　安売デーについて　　　　　　　　　　　　　　5件

　販売方法について　　　　　　　　　　　　　　21件

食品衛生に関するもの　　　　　　　　　　　　　29件

　衛生管理について　　　　　　　　　　　　　　16件

　製造年月日について　　　　　　　　　　　　　4件

　着色食品，添加物件について　　　　　　　　　9件

コールドチェーン，冷凍食品に関するもの　　　　5件

品質表示に関するもの　　　　　　　　　　　　　6件

配給米に関するもの　　　　　　　　　　　　　　31件

　配給制度について　　　　　　　　　　　　　　8件

　昧・品質について　　　　　　　　　　　　　　14件

　価格について　　　　　　　　　　　　　　　　　4件

　量目について　　　　　　　　　　　　　　　　　5件

青果物に関するもの　　　　　　　　　　　　　　29件

　価格について　　　　　　　　　　　　　　　　　7件

　量目について　　　　　　　　　　　　　　　　　4件

　販売方法について　　　　　　　　　　　　　　18件

水産物に関するもの　　　　　　　　　　　　　　20件

　衛生について　　　　　　　　　　　　　　　　　8件

　販売方法について　　　　　　　　　　　　　　12件

食肉に関するもの　　　　　　　　　　　　　　　20件

　価格について　　　　　　　　　　　　　　　　　5件

　品質について　　　　　　　　　　　　　　　　　3件

　衛生について　　　　　　　　　　　　　　　　　3件

　安売デーについて　　　　　　　　　　　　　　　5件

　販売方法について　　　　　　　　　　　　　　4件

卵に関するもの　　　　　　　　　　　　　　　　　4件

砂糖に関するもの　　　　　　　　　　　　　　　　3件

食パンに関するもの　　　　　　　　　　　　　　5件

牛乳に関するもの　　　　　　　　　　　　　　　　8件

豆腐に関するもの　　　　　　　　　　　　　　　　9件

理容・美容に関するもの　　　　　　　　　　　　9件

クリーニングに関するもの　　　　　　　　　　　5件

電機製品に関するもの　　　　　　　　　　　　　6件

プロパンガスに関するもの　　　　　　　　　　　1件

薬・化粧品に関するもの　　　　　　　　　　　　　3件

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3件

消費者行政に関するもの　　　　　　　　　　　　8件

標準小売価格表示店制度に関するもの　　　　　　24件

公設小売市場に関するもの　　　　　　　　　　　13件

表２―――「消費者の集い」における要望事項



経済企画庁長官への要望事項

１　消費者物価の値上りが続いているが，これ以上物価

の上らないように努力してほしい。

①消費者米価を上げないでほしい。

②生鮮食料品の生産・出荷を計画的に行ない価格安定

を図ってほしい。

③コールドチェーンの早期実現と冷凍食品の普及に努

めてほしい。

２　ヤミ米が出廻わり，配給制度が乱れているので，米

の配給制度について再検討してほしい。

３　着色剤や防腐剤などの食品添加物の規制を強化して

ほしい。

４　すべての包装食品に製造年月日を表示してほしい。

５　家庭用品品質表示法による品質表示を徹底してほし

い。

６　衣料品のＬ・Ｍサイズがまちまちなので，規格を統

一してほしい。

７　食パンの品質・量目などの標準規格を設定してほし

い。

8　家庭用電機製品の必要以上のモデルチェンヂをやめ

てほしい。また部品がメーカーによりまちまちなので統

一してほしい。

９　景品付販売や誇大広告の規制を強化してほしい。

10　薬品に価格を表示するよう行政指導してほしい。

11 洗剤，化粧品などに行なわれている再販売価格維持

契約制度の運用を厳しくしてほしい。

12 消費者保護行政を積極的に行なってほしい。

13 公設小売市場を各地に設置してほしい。　　以上

庁長官に提出し，善処方を要望した。この集い

は，協議会に自主性をもたせることと，一般消費

者の消費者意識の高楊と，消費者がみずからを守

るための組織育成の必要性を自覚させることにお

いて，きわめて効果があり，本年も各協議会にお

いて積極的に開催することを決定し，消費者組織

強化への萌芽としての意義が大きい。

（3）効果と問題点

この協議会は本市の消費者行政の中心となるもの

であるが，「消費者の集い」を契機として消費者

意向の収集，反映に効果をあげてきた。既述のよ

うに，本市の消費者行政は当初生鮮食料品を対象

とした諸施策から出発したが，消費者の声はこれ

にとどまらず，他の食料品一般から耐久消費財，

サービス業に至るまで，日常の消費生活全般にわ

たりきわめて広範なものとなった。それだけに消

費者も対象客体について専門的な知識を身につけ

なければ，消費者がみずからの手で守ることを主

眼とする消費者活動の目的は達成されない。　した

がって，この対策として市内全区の協議会の一本

化のもとに部門別の専門部会が設けられ，それぞ

れ専門知識を修得し，消費生活の高度な監視者と

して，消費者行政の強力な推進源となることが期

待される。

４―――――消費者行政への提案

　消費者行政は日も浅い行政なので，他の多くの行

　政と異なり，ティーテールの施策についてはその

　体系化を行ないつつある現状である。　したがって

　消費者行政を担当する立場にある者としては，こ

の行政の目的といわれる物価対策，消費者保護，

消費者教育，苦情処理機構の確立，消費者組織の

強化の各施策を，市行政の役割に照し合わせて，

着実な実効ある施策を考慮することが必要であろ

　う。

以下具体的に考察してみたい。第１に，物価対策

への消費者の関与である。物価対策として消費者

が参加できる分野は，つぎの２点にあると考えら

れる。

(1）物価の高騰をとめようとする消費者の声を産

業界に反映させ，生産，販売，流通部門の合理

化，近代化を促進させること。

（2)自由な競争を阻害し，物価の引下げを阻害し

ている独占価格，管理価格，再販価格の排除につ
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　いて消費者の声を直結させる。

　第２に，消費者保護の有効な施策として，消費者

　が容易に商品テストを行なえるような措置がとら

　れるべきである。消費者教育の進歩，消費者意識

　の高揚化にともない，消費者が商品知識を高度に

　身につけるほど，商品の品質，衛生について疑問

　をもってくるのに反し，現在これに対し容易に鑑

　別テストを行なう方法がない。商品テストは不良

　商品の流通を防ぐ予防としての意味もある。

　第３に，苦情処理機構の強化がある。現在の苦情

　処理は，モニターよりの苦情については必要のつ

　ど関係行政機関，業界に紹介，回答を行なってい

　るが，消費者行政の苦情処理は，集約された消

　費者の苦情・要望が関係行政機関・業界に反映さ

　れ，解決への具体的努力がなされてはじめて所期

　の目的が達成される,といえよう。この意味におい

　て，協議会代表，業界代表，関係行政機関を構成

　メンバーとする苦情処理機関の設置が必要とな

　る。消費者の集いは苦情処理がこのような形態に

　達するための過程としての意義が大きい。

　第４に，消費者組織の確立がある。消費者活動

　は，本来消費者自身の問題として，消費者が自主

　的に行なうべき活動である。　しかしながら，消費

　者という共通の立場に立っての組織がない。協議

　会，モニターはこの組織化への母体としての意義

　もあるので，これからの問題として広く一般主婦

　を包含した組織化への指導を強化する必要があ

　る。

　最後に消費者行政における業界の役割の強化があ

　る。消費者行政は業界と対立するものではない。

　業界は消費者の苦情・要望を吸収することによ

　り，明日への繁栄が約束される。業界みずからも

　積極的に消費者サービスとしての情報提供，ある

　いは自主規制，さらには業界の苦情処理機構の強

　化策が必要となる。

　以上の提案は，いいかえれば消費者の経済行政へ

18

の参加ということであろう。そのためには,この

消費者の参加を効果的に反映できるような施策

を，具体的に積み重ねなければならないし，一般

消費者の消費者意識を高める方法もさらに検討し

なければならない。

市行政の窮極目的は市民生活を向上し，健康にし

て文化的な生活を実現するにある。最近「対話」

という言葉がよくいわれるが，市政が市民のため

のための行政であるなら，当然のことといえよ

う。消費者行政は消費者としての市民の不満・苦

情を処理するためのフィードバックの組織，すな

わち求心的組織をつくり，市が消費者，すなわち

需要，利用の側と，業界すなわち生産，供給の側

との接点となり，両者の了解点を見出していく行

政である。

経済行政における消費者行政の到達点はなんであ

ろうか。両者の話しあいにより，地域経済の振

興，さらには生産，経営の合理化が実現していけ

ば，もって目的を達したものといえるのではなか

ろうか。

＜経済局商工課長　前消費経済課長＞
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